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「連結計算書類の注記」及び「計算書類の注記」につきましては、法令及び当社定款に基づ

き、当社ウェブサイト（アドレス http://www.semitec.co.jp/）に掲載することにより、株

主の皆さまに提供しております。



[連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記]

　１． 連結の範囲に関する事項

　　　 連結子会社の数及び連結子会社の名称

　　　　①連結子会社の数　　　　　13社

　　　　②連結子会社の名称

　　　　SEMITEC（HONG KONG）CO.,LTD、石塚国際貿易（上海）有限公司、

　　　　SEMITEC TAIWAN CORP.、感応貿易（深圳）有限公司、

　　　　石塚感応電子（韶関）有限公司、江蘇興順電子有限公司、

　　　　石塚感応電子（深圳）有限公司、SEMITEC KOREA CO.,LTD、

　　　　Thai Semitec Co.,Ltd、SEMITEC ELECTRONICS PHILIPPINES INC.、

　　　　SEMITEC USA CORP.、SEMITEC Europe GmbH、

　　　　SEMITEC ELECTRONICS VIETNAM CO.,LTD.

　　　　全ての子会社を連結しております。

　　　　上記のうち、連結子会社である感応貿易（深圳）有限公司は、 現在

　　　　清算手続き中であります。

　２． 持分法の適用に関する事項

　　　　 関連会社及び非連結子会社がないため、持分法の適用はありません。

　３． 連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　　 連結子会社のうち、江蘇興順電子有限公司、感応貿易（深圳）有限

　　　 公司、石塚国際貿易（上海）有限公司、石塚感応電子（韶関）有限公

　　　 司、石塚感応電子（深圳）有限公司の決算日は12月31日であります。

　　　 連結計算書類の作成にあたって、連結決算日に実施した仮決算に基づ

　　　 く計算書類を使用しております。
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　４． 会計方針に関する事項

　　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　　①　有価証券

　　　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの　　連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価

　　　　　　　　　　　　　　法（評価差額は全部純資産直入法により処理

　　　　　　　　　　　　　　し、売却原価は移動平均法により算定）

　　　　　時価のないもの　　移動平均法による原価法

　　　②　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　　　　　デリバティブ　　　時価法

　　　③　たな卸資産

　　　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については、

　　　　　　収益性の低下による簿価切下げの方法）

　　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　　①  有形固定資産　　　　当社は定率法を採用しておりますが、

　　 　(リース資産を除く)　 1998年４月１日以降に取得した建物（建物

　　　　　　　　　　　　　　附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降

　　　　　　　　　　　　　　に取得した建物附属設備及び構築物について

　　　　　　　　　　　　　　は、定額法を採用しております。

　　　　　　　　　　　　　　在外連結子会社は、主として定額法を採用して

　　　　　　　　　　　　　　おります。

　　　　　　　　　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

　　　　　　　　　　　　　　す。

　　　　　　　　　　　　　　建物及び構築物　　　　10～50年

　　　　　　　　　　　　　　機械装置及び運搬具　　５～10年

　　　②  無形固定資産　　　　定額法によっております。

　　　 (リース資産を除く）　　なお、自社利用のソフトウェアについては、

　　　　　　　　　　　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づいて

　　　　　　　　　　　　　　おります。
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　　　③  リース資産　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に
　　　　　　　　　　　　　　係るリース資産
　　　　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
　　　　　　　　　　　　　　とする定額法によっております。

 　 (3) 重要な引当金の計上基準

　　　　　貸倒引当金

　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

　　　　　実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

　　　　　能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　　　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換

　　　　算し、換算差額は損益として処理しております。

　　　　　なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場に

　　　　より円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算

　　　　し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めておりま

　　　　す。

　　(5) 重要なヘッジ会計の方法

　　　①　ヘッジ会計の方法

　　　　　　金利スワップについては、特例処理の要件を満たす場合は特例処

　　　　　理を採用しております。

　　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　ヘッジ手段…金利スワップ取引

　　　　　ヘッジ対象…借入金利息

　　　③　ヘッジ方針

　　　　　　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップを行って

　　　　　おります。

　　　④　ヘッジ有効性の評価方法

　　　　　　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため有効性の評価

　　　　　を省略しております。
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　　(6) のれんの償却方法及び償却期間

　　　　　のれんの償却については、定額法を採用しており、償却年数は合理

　　　　的に見積もられたのれんの効果が及ぶ期間に基づいております。ただ

　　　　し、金額が僅少な場合は、発生年度において全額償却することとして

　　　　おります。

　　(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項

　　　①　退職給付に係る負債の計上基準

　当社は適格退職年金制度を採用しておりましたが、2005年４月

１日付けで同制度を廃止し、確定拠出年金制度へ移行しました。

　この制度移行に伴い、制度終了時点における退職金要支給額を将

来の退職時に支払うこととし、当該金額を基に算定した退職給付

債務を退職給付に係る負債として計上しております。

　　　②　消費税等の会計処理

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　５.表示方法の変更に関する注記

　　(1)（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　　　　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28

　　　　号2018年２月16日）を当連結会計年度の期首から適用しており、繰

　　　　延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

　　　　負債の区分に表示しております。

　　(2)（連結貸借対照表）

　　　　　前連結会計年度まで流動資産の「受取手形及び売掛金」に含めて表

　　　　示しておりました「電子記録債権」及び流動負債の「支払手形及び買

　　　　掛金」に含めて表示しておりました「設備関係支払手形」と「電子記

　　　　録債務」は、重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記し

　　　　ました。なお、前連結会計年度の「電子記録債権」は397,314千円、

　　　　「設備関係支払手形」は48,172千円、「電子記録債務」は420,541千

　　　　円であります。
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[連結貸借対照表に関する注記]

　１． 担保に供している資産及び担保に係る債務

　 　(1)担保に供している資産

建 物 及 び 構 築 物 283,584千円

土 地 495,010千円

計 778,595千円

　　 (2)担保に係る債務

短 期 借 入 金 1,200,000千円

1年内返済予定の長期借入金 164,400千円

長 期 借 入 金 517,200千円

計 1,881,600千円

　２． 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　7,194,270千円
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[連結損益計算書に関する注記]

　１． 減損損失に関する事項

　　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて

　　減損損失を計上しております。

用途 場所 種類 減損損失（千円）

遊休資産 中国/深圳 その他 2,950

　　当社グループは、所在地域区分単位を基準としてグルーピングを行って

　おります。また、遊休資産については、個別にグルーピングを行っており

　ます。

　　遊休資産については、当連結会計年度において、事業の用に供していない

　と認識した資産グループについて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

　減少額を特別損失に計上しました。回収可能価額は主として正味売却価額に

　より測定しており、転用や売却が困難なことから備忘価額により評価してお

　ります。

[連結株主資本等変動計算書に関する注記]

　１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

　　　　　　普通株式 　　　　　　　　　　　　　　　　2,836,900株

　２．当連結会計年度末の自己株式の種類及び株式数に関する事項

　　　　　　普通株式　　　　　　　　　 　　　　　       　 372株

　３．配当に関する事項

　　(1) 配当金支払額

　　　①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　  85,097千円

　　　②１株当たり配当額　　　　　　　　　　　　　　　　 　 30円

　　　③基準日                          　　　　　2018年３月31日

　　　④効力発生日                        　　　　2018年６月28日
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　　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生

　　　　日が翌期となるもの

　　　2019年５月10日の取締役会において、次のとおり決議しております。

　　　①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　85,095千円

　　　②１株当たり配当額　　　　　　　　　　　　　　　　 　 30円

　　　③基準日                          　　　　　2019年３月31日

　　　④効力発生日                       　　　　 2019年６月27日

　４．当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

　　　目的となる株式の数　　　　　　　　　　　　　　　　 6,000株

[金融商品に関する注記］

　１．金融商品の状況に関する事項

　　(1) 金融商品に対する取組方針

　　　　　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、

　　　　資金調達については銀行借入による方針です。

　　(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　　　　　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用

　　　　リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社グループの与

　　　　信管理に沿ってリスク低減を図っております。

　　　　　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていま

　　　　すが、四半期ごとに時価を把握しております。

　　　　　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、その全てが

　　　　１年以内の支払期日です。

　　　　　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、

　　　　長期借入金（原則として５年以内）は主に設備投資等に係る資金調達

　　　　です。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されています。

　　　　　長期未払金は、2006年６月29日開催の第50期定時株主総会終結時

　　　　をもって廃止した役員退職慰労金制度に基づく未払金です。

　　　　　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当

　　　　社グループでは、各社が適時に資金繰計画を作成するなどの方法によ

　　　　り管理しています。
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　　２．金融商品の時価等に関する事項

　　　　2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

　　　については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と

　　　認められるものは含まれておりません。（（注2）参照）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

連結貸借対照
表計上額
（＊）

時価（＊） 差額

(1）現金及び預金 4,185,690 4,185,690 －

(2）受取手形及び売掛金 3,233,256 3,233,256 －

(3）電子記録債権 412,326 412,326 －

(4）支払手形及び買掛金 （848,624) （848,624) －

(5）電子記録債務 (405,747) (405,747) －

(6）短期借入金 (1,950,000) (1,950,000) －

(7）１年内返済予定の長期借入金 (386,335) (386,335) －

(8）長期借入金 (873,337) (874,043) 706

(9）長期未払金 (159,220) (158,480) △740

（＊）　負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、（3）電子記録債権

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい

　　ことから、当該帳簿価額によっております。

　(4）支払手形及び買掛金、(5）電子記録債務、(6）短期借入金、

　(7）１年内返済予定の長期借入金

　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい

　　　ことから、当該帳簿価額によっております。

　　(8）長期借入金、(9）長期未払金

　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を

　行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によってお

　ります。また、長期未払金の時価については、長期借入金と同様の

　割引率を基に算定しております。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 234,998

［賃貸等不動産に関する注記］

　該当事項はありません。

［１株当たり情報に関する注記］

　（１） １株当たり純資産額 　　　　　　 　 　　3,180円42銭

　（２） １株当たり当期純利益 　　　　　　　　　　　341円36銭

［重要な後発事象に関する注記］

　該当事項はありません。
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［重要な会計方針に係る事項に関する注記］

　１．資産の評価基準及び評価方法

　　(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　　 ①子会社株式 …………移動平均法による原価法

　　 ②その他有価証券

　　　イ．時価のあるもの …………　決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

      ロ．時価のないもの …………移動平均法による原価法

　　(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　 製品、仕掛品及び原材料 …………　総平均法による原価法（貸借対照表

価額については、収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）

　２．固定資産の減価償却の方法

　　(1)有形固定資産

　   （リース資産を除く）

…………定率法

　ただし、1998年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備は除く）

並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　     　　  10年 ～ 50年

機械及び装置　　 　５年

工具、器具及び備品 ３年 ～ 20年
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　　(2)無形固定資産

　   （リース資産を除く）

…………定額法

　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間(５

年）に基づいております。

　　(3)リース資産 …………　所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産は、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

　３．引当金の計上基準

　　(1)貸倒引当金 …………　債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

　　(2)退職給付引当金 …………　適格退職年金制度を採用しておりま

したが、2005年４月１日付で同制度を

廃止し、確定拠出年金制度へ移行しま

した。

　この制度移行に伴い、制度終了時点

における退職金要支給額を将来の退職

時に支払うこととし、当該金額を基に

算定した退職給付債務を退職給付引当

金として計上しております。
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　４．ヘッジ会計の方法

　　(1)ヘッジ会計の方法 …………　金利スワップの特例処理の要件を満

たしている金利スワップについては特

例処理を採用しております。

　　(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

　　 　ヘッジ手段 …………金利スワップ取引

　　　 ヘッジ対象 …………借入金利息

　　(3)ヘッジ方針 …………　借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行っており

ます。

　　(4)ヘッジ有効性の評価方法

　　　 金利スワップ取引 …………　金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため有効性の判定を省略し

ております。

　５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 (1)外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算方法

　　　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換

　　　算差額は損益として処理しております。

　 (2)消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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　６.表示方法の変更に関する注記

　　(1)（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　　　　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28

　　　　号2018年２月16日）を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資

　　　　産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分

　　　　に表示しております。

　　(2)（貸借対照表）

　　　　　前事業年度まで流動資産の「受取手形」に含めて表示しておりました

　　　　「電子記録債権」及び流動負債の「支払手形」に含めて表示しておりま

　　　　した「電子記録債務」は、重要性が増したため、当事業年度より、区分

　　　　掲記しました。なお、前事業年度の「電子記録債権」は397,314千円、

　　　　「電子記録債務」は420,541千円であります。
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［貸借対照表に関する注記］

　１．担保に供している資産及び担保に係る債務

　　(1)担保に供している資産

　建　　　物 283,584千円

　土　　　地 495,010千円

　　　計 778,595千円

　　(2)担保に係る債務

　短期借入金 1,200,000千円

　１年内返済予定の長期借入金 164,400千円

　長期借入金 517,200千円

　　　計 1,881,600千円

　２．有形固定資産の減価償却累計額 4,890,497千円

　３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　①短期金銭債権 1,380,475千円

　②長期金銭債権 19,876千円

　③短期金銭債務 453,033千円

　４．取締役に対する長期金銭債務

　　　　長期未払金 159,220千円

　　　　2006年６月29日開催の第50期定時株主総会終結時をもって廃止した

　　　役員退職慰労金制度に基づく未払金であります。
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［損益計算書に関する注記］

　１.関係会社との取引高

　　　営業取引による取引高

売上高 1,435,551千円

仕入高 2,418,095千円

その他 27,480千円

　　　営業取引以外の取引による取引高 601,569千円

　２.厚生年金基金解散に伴う損失

　　　厚生年金基金の解散に伴い、清算分配金不足を補填するため、従業員等に

　　　対し支給する費用であります。

［株主資本等変動計算書に関する注記］

　　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　　　　　普通株式 372株

［税効果会計に関する注記］

　　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

　　　 　繰延税金資産

　　　 　　未払賞与　　　　　　　　　　　　　　　　 　50,226千円

　　　 　　退職給付引当金　 　　　　　　　　　　　　　75,705千円

　　　 　　関係会社株式評価損　　　　　　　　　　　　180,448千円

　　　 　　ゴルフ会員権評価損 　　　　　　　　　　　　　 752千円

　　　 　　貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　　　　 15,803千円

　　　 　　長期未払金 　　　　　　　　　　　　　　　　48,753千円

　　　 　　たな卸資産評価損　　　　　　　　　　　　　 24,049千円

　　　 　　減損損失 　　　　　　　　　　　　　　　　　41,864千円

　　　 　　繰越欠損金　　　　　　　　　　　　　　　　449,099千円

　　　 　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　 20,450千円

　　　 　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　　907,153千円

　　　 　　評価性引当額　　　　　　　　　　　　　　△907,153千円

　　　 　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　　　 －千円

　繰延税金負債

　　固定資産圧縮積立金　　　　　　　　　　　　　9,628千円

　　繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　　　9,628千円

　繰延税金負債の純額　　　　　　　　　　　　　　9,628千円

－ 15 －



［リースにより使用する固定資産に関する注記］

　　　貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両、事務機器、製造設備等

　　の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約及びオペレー

　　ティング・リース契約により使用しています。

［関連当事者との取引に関する注記］

（１）子会社及び関連会社等　　　　　　　　　　　 　　　　　 (単位：千円)

種類 会社等の名称

議決権等の

所有（被所有）割

合

関連当事者との

関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社

SEMITEC

ELECTRONICS

PHILIPPINES

INC.
所有直接

100％

素子支給・仕入

資金の援助

役員の兼任

素子支給

雑収入

外注加工費

半製品仕入

受取利息

増資の引受

301,358

20,551

7,737

754,377

8,819

412,688

未収入金

買掛金

長期貸付金

短期貸付金

-

169,792

128,788

162,007

352,822

-

石塚感応電子

（深圳）

有限公司

所有間接

100％

仕入

役員の兼任

外注加工費

半製品仕入

47

1,664,683

買掛金 197,497

江蘇興順電子

有限公司

所有直接97.2％

所有間接

2.8％

仕入

資金の援助

役員の兼任

受取利息 3,131 長期貸付金

短期貸付金

7,325

166,485

(注1) 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高にも

　 含まれておりません。

(注2) 取引条件及び取引条件の決定方針等

(1)外注加工費につきましては、当社より仕様書・作業標準書等を提示し、検討

の上、決定しております。

(2)売上・有償支給価格は実勢価格等を勘案し、決定しております。なお、有償

支給につきましては、現地（国外）で調達が困難な部材を主に支給しております。

(3)資金の貸付につきましては、市場金利を勘案して貸付を行っております。なお、

担保は受け入れておりません。
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（２）役員及び個人主要株主等　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

種　類 会社等の名称
議決権等の所有

（被所有）割合％

関連当事者との

関係
取引内容 取引金額 科　目 期末残高

役員及びその近親

者が議決権の過半

数を所有する会社

瀬戸電子㈱ 該当なし 製品加工委託 製品加工 24,685 買掛金 2,318

(注1) 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消

　　　費税等が含まれております。

(注2) 取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　価格その他の取引条件は、他の外注先と同等の方法により決定しております。

(注3) 議決権については、当社の役員である石塚淳也の近親者が過半数を直接所有し

　　　ております。

[１株当たり情報に関する注記]

　　１．1株当たり純資産額 1,427円55銭

　　２．1株当たり当期純利益 46円85銭
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[退職給付に関する注記]

　１．採用している退職給付制度の概要

　　　　当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を採用して

　　　おりましたが、2005年４月１日付で同制度を廃止し、確定拠出年金

　　　制度に移行しました。

　　　　この制度移行に伴い制度終了時点における退職金要支給額を将来

　　　の退職時に支払うこととし、当該金額を基に算定した退職給付債務

　　　を退職給付引当金として計上しております。

　２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 247,241千円

退職給付引当金 247,241千円

    (注)退職給付債務の計算にあたり、簡便法を採用しております。

　３．退職給付費用に関する事項

利息費用 3,064千円

確定拠出年金掛金 15,058千円

総合設立の厚生年金基金への拠出額 1,117千円

退職給付費用 19,240千円

　４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　　　簡便法を採用しておりますので、基礎率等については、記載してお

　　　りません。

[重要な後発事象に関する注記]

　 該当事項はありません。
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